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1.は じ め に
かつ て,ア メ リカの会計実践 におい て, 指導的役割を果 してきたのは,ア メ
リ力公 認会計士協会(AICPA)の会計原 則審議会(AccountingPrinciplesBoard
一APB と略され る)で あ った。APBlま,1959年9月に設立 され, 4つ の ステ
ー ト メ ソ ト と31の オ ピ ニ オ ン を 公)'Yr-.,して, 1973年6月に その活動 を閉 じた{1㌔
代 って, アメリカにおけ る会計原則の形成の仕事を引き継いだのは,1973年3
月に発 足 した 財 務 会 計 基 準 審議 会(FinancialAccountingStandardsBoard一一一FA
SBと略される)である。APBとFASB の根本的相違は,前者が公認会計士の
みによって組織されていたのに対 し,後者は,会 計士,産 業界 証券界,学 界
などか らの選出者で構成されてい る点にあ った。
FASBがその発足に当って まず取 り縛んだのは,そ れ までに AICPAに よ
って公刊されてきていたAPBオ ピニオ ンおよび会計調査研究公報の見直 しで
あ った 。 す なわ ち・FASBは,1973年7月12日 付 で,rAPB意 見 書 お よび会
計調査研究公報に関する諸見解を求める (RequestforViews-concemingApB
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Opini。nsandAccountingResearchBulletins)」と い う公 開 状 を 出 す こ と に よ っ て,
その活動を開始したのであった。
その後,今 日に至 るFASBの 活躍はめ ざましい ものがあ り・ 本稿で検討す
る 「財 務 報 告 と価 格 変 動(FinancialReportingandChangingPrices)」は 第33番
目のi基準 書 であ る(以 下,こ れを 「基準書」 とよぶ)。
さて,い わ ゆ るイソ フz・一シ ョソ会 計の問題 に関 してみ るな らば・FASBは ・
発足後間 もな くの1974年'1月に,一・般物価水準変1動の問題を,そ の検討課題に
付 け加.'2..た。1974年12月に公 開草 案f一 般 購 買力単位に.よる財務 報告 」 が公
表 された時は,ほ とん ど疑い もな く,FASBは,購 買力変動会計 の実施を要求
す るもの と思われていた。 しか し,1975年8月に,米 国証券取引委員会は,
や や 唐 突 に,現 在 取 替 原 価 情 報(CurrentReplacementC・stInformati・n)の開 示
を要求す る提案を行い,こ の提案は,1976年3月新規則として採択 された の
であ った。:FASBの提案はいわゆ る修正原価主義会計であ り・SECの 提案は
いわゆる時価主義会計に属す とい う点において,両 者は根本的にその思考を異
に していた。 しか るにSECの 新規則の採択は,法 的強制 力をもってい ること
か らして,FASBは,当 面,こ の問題に関す る最終基準書 を出さず・その提案
を棚上げにすると発表 した。,
その後,曲 折を経て,1979年9月に,FASBは,財 務会計基準書第33号 と
して 「財務報告 と価格変動」を公表す るに至るのであるが,そ の間の経緯は次
の第2節 に おい て述べ る。 ただ,こ こに至 って,一.般 イン フレーシ ョン と個 別
価格変動の双方についての補足情報の開示を要求した点について,FASBは・
「基準書」の中で次のよ うに説明している。








要 求す る。 この情報 を計 算す るのに使 う方法 は,安 定 ドル会計(ConstantDollar
Accounting)とよば れ る。(8項 一 これ は,「基 準 書」 に おけ るパ ラグ ラ フの数字 で
あろ。以下・本稿では・関連するパラグラフ数字を ζのようにして年す。)
現代経済のもう1つの特徴は,特定の財質 ・用役の相対的価格変動である。
歴史的原価に基づ く財務諸表は,通常,企 業が保有している資産 ごとの価格変
動を別個に識別していないので,利用者に十分な情報を提供していないと考え
られ る。 当基 準書 は,棚 卸資産 と生産 設備 の現在 原価(currentcost)による測
定値に基づ く一定の補足情報の開示を要求す る。'(9項)
当審議会は1一 般 インフレーシ ョンとその他の価格変動が企業の経営活動に
ノ
与える影響に関する情報を提供することが企業にとって緊要である と結論した。
企業 の過去の業績に関す る利用者の理解 と将来のキ ャッシ ュ ・フローを予測す
る能力は,そのような情報が財務報告書に記載され るようになるまでは,い ち
じ るし く制約 され る と考 えてい る。.(10項および96項)1
すなわち,.もはや,情i勢をながめてい る時期ではな く,と り急ぎ行動を起す
べきであるとい うのがFASBの 結論である。そ して,安 定 ドル会計 と現在原
価会計 とい う真っ向から対立する2つについての情報を ともに要求した真意は,
両者について同時並行的に当分の間,実 験をしてみ ようとす る点にあるらしい。
すなわち,つ ぎの よ うに述べてい る。
安定 ドル基準 と現在原価基準の双方の情報を要求したので,そ の2極類の情
報の有用性を検討する基礎資料がそろえられる。当審議会は,ど ちら.の情報が
利用 されたか,そ れは誰に対 して有用であるか,何 のためにあるいは どのよう
に利用 されたかを検討す るつ もりである。そして,こ の基準書の要求は,絶 え
ず見直しを行ない,正 しい方向に改正した り,あ るいは撤回した りす るつ もり
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2.:FASBによる価格変動会計の経緯
さ七,先に も触れた ようk,いわゆ るインフレーシ ョン会計に関 して・FASB
は,1974年1月に,一 般物価水準変動の問題をその課題に追加 した。 以下,
その後におけ るFASB等 に よるインフレーシ ョン会計に関す る経緯 を示 して
お こ う{2〕。
、974年2月15日F蓋SBは,討 議 資料 「財編 表〉,rlvける一 般物 価水準
変 動 の 影 響 に 関 す る 報 告(ReportingtheEffects。iGeneralPrice・:LevelChanges
inFinancialStatements)」を 公 表 す る 。
1974年4月 この問題に関す る公聴会が開かれ る。
・
、974年12月3・日FASBは,公 開草案 「一騰 貴力単位に よる財務報
告(蚕inancialRep。rtinginUnitsofGeneralPurchasingPower)」を 公 表 す る 。 こ
の公開草案は,歴 史的原価に基づ く伝統的な財務諸表に加えてポー般購買力単
位で表示した一定の財務情報を補足的に開示するよう求めたものであった。こ
の公 開草 案に関 し,FASBは,47E通 の コ メン トを受 け取 った。 しか し・ この
,
問題に関 しでは,'実際に多 くの会社を使 っズのフ ィール ド・テス トを行ない,
そめ結果を分析 してみる必要があるとい う理由で・FASBは・当面・最終的な
基準書としての公表は行なわない と表明した。
1976年3,月'SECは 。 会 計連続 通牒 第190号 を公 表 し・ 一定 規模 以上 の
公開会社に対して,棚卸資産,売 上原価 生産設備および減価償却費に関する
叡智庫価情報を開示ずるよう要求した。




だけの経費をかける価値があるか どうか十分に知られていない とい うものであ
った。 もう1り 考慮されたのは,SECが 現在取替原価情報を要求 したために,
該当する大会社はそれへの努力を余儀無 くされてい斥とい う点であった。
(59)FASB会 計基準書第33号「財務報告 と価格変動」について59
1976年12月2日FASBは,討 議資料 「財務会計および報告のため の概
念 構 造 一 一財 務 諸 表 の 諸 要 素 お よ び そ の 測 定(ConceptualFrameworkfcrFi範an・
cia量Accounting註ndReportingElementsofFinancialStatementsandTheirMeasu一
cement)」を公表す る。Tの 討議資料 の中 の測定問題 に関 して,1978年1月 に
公聴会が開かれた。そ して,こ の問題に関しては270通の意見が寄せ られ,公
聴会では27人の意見陳述がなされた。
1977年5月FASBは ・ 調査研究報告書 「一般購=買力単位に よる財務報
告 に 関 す る フ ィr一ル ド ・テ 入 ト(FieldTestsofFinancialReportinginUnitsof
GeneralPurchasingPower)」を 公 表 す る。 これ は,1974年12月 に 出 さ れ た 公
開草案で提案した書き替えのための技術を101社について実地テス トした結果
をまとめた ものである。
1978年12月28日FASBは,新 しい公 開草案 「財 務 報告 と価 格変 動
(FinahcialRep・rtingandChangingPrices)」を 公 表 し,引 き 続 き1979年3月2
日に,先 の1974年におけ る一般購買力修正に関す る提案を補足す る公 開草案
と し て,「 安 定 ドル 会 計(ConstantDollarAccounting)」を 公 表 し た
。、




林業・保険・'・鉱業・石油および ガス,不 動産である。 これ らめ特殊な産業に及
ぼす インフレーシ ョンおよび価格変動の問題は,'検討委員会による解決策の提
案を待つことになった。
これ ら6つ の特殊な:産業に関する検討委員会は,そ れ ぞれ、1979年1月か
ら5月 にかけて会合をもち,1979年4月に予備報告書を公表 した。 この予備
報告書に・関して・1979年5月に公聴会が開か払 個人,団 体あわせて30の意
見が陳述 され た。 ・
FASBは・2つ の新レい公開草案および上記の予備報告書に関 して
,450通
にのぼ る コメン トを受け とった。
????
(6DFASB会 計基準書第33号「財務報告と価格変動」について61
3.会 計測 定 システム
FASBは,会 計測定 システムを考えるに当ゲ と,それを測定基礎,資 本維持
概念,測 定単位 とい う3つの側面の組み合わせにおいて検討している。その詳
細を示す と以下 の よ うであ る。C97-101項)
a.測 定基礎








(3)現 在 取 替 原 価(Currentreplacementcost)
現に所有している資産の機能を果しうる入手可能な最良'の資産(償却累
計額を控除後の)を現在,取 得するのに支払わなけれ ばな らない現金額
(あるいはその等疵物)。この取替原価 とい う概念は,本 基準書で 「現在原価」
とよんでい る,現 に所有 している資産の用役可能性を取 り替えるのに要す
る原価 とは区別されなければならない。
(4)正 味 実 現 可 能 価 値(Vetrealizablevalue)
資産はその販売に よって得 られ ると予想 される現金額(あ るいはその等価
物)か らら必要な費用を差 し引いた正味額に よって測定され る。'
(5)予 想 され る 将 来 の キ ャ ッシ ュ ・フ ロ ー の 正 味 現 在 価 値(Netpresentvalue
ofexpectedfuturecash丘ow白)
資産は,正 常な営業活動において転換されると予想される将来の現金流
入額の現在価値から,.その現金流入額を得 るために要す ると'予想され る将
来の現金流出額の現在価値を葦し引いた額で測定される0資産のこのよう
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な測定値は,よ く使用価値 とよばれ る。







ている新資産の用役可能性 より小であれば,現 在原価は現在取替原価 より
小である。た と覚えば,現 に所有 してい る資産の方が運転費用が高 くかか り,
産出物の品質が劣るような場合には,そ の よ うに言える。同様 に,全 く同
一一の中古資産は購入できず,そ こで同一の新品資産を取得 しようと思 って
も,当該企業にとってそれは既に陳腐化していて価値がないような場合に
は,現在原価は現在再生産原価より小であろう。
(7)回 収 可 能 金 額(Recoverableamount)
販売目的のたあに持っている資産の場合には正 味実現可能価値であ り,
販売を 目的 としないで持 っている資産については予想され るキ ャッシ ュ・
フローの正味現在価値(使用価値)を さしてい る。
(8}企 業 に と っ て の 価 値(Valuetothebusiness)
企業に とっての価値は,次 の うちの低い方 と定義され る。ω現在原価,
②回収可能金額,こ こで回収可能金額は正味実現可能価値と将来キャゥシ
ユ・フローの正味現在価値の うち高い方 で測定され る。 「企業に とっての
、
価値 」,「剥奪価値(deprivalvalue)」お よび 「現在原価 と回収 可能 金額 の う
ち低い方」 とい う3つの用語は同義語であ る。
b.資本維持概念




ある。た とえば,現 金1,000ドルの資本で会社を設立 し,す ぐその全額で
商品を仕入れ・1年 後にそれを1,500ドルで販売した とす る。商品に投下
した資本の原初貨幣額を維持するのに必要な金額である,この場合の売上
原価は1・000ドル であ り・ 利益は500ドル であ る。 他方,商 品 は販売 され
ないでs期 末の現在原価は1,200ドルであ ったとす る0財 務的資本維持を
考えている人は,現 在原価の上昇(200ドル)を利益の一部 とみなすのであ
る 。
{2)物 的 資 本 維 持(Phy・i・alcapi・・lm int・n・nce)すな わ ち 営 業 能 力 維 持(Th.
maintenanceofoperatingcapability)
この見解に よると,原 価 および費用は従来と同 じ財貨 ・用役 の産出水準
を維持する企業の能力を確保するのに十分な金額で測定される。前のと同'
じ数字を使 って考えてみる。商品が1,500ドルで販売 され,そ の販売 日の
商品 の現在原価 が1,200ドル であ った とす る と,利益は300(1,500一],200)
ドルである。企業 の物的営業能力を維持す るのに1,200ドルが留保されな
けれ ぽ な らない。 同 じ く,そ の商品が販 売 され ない で,期 末F`1,200ドル
と測定されても,利 益は認識されない。
c. 測定単位




表 では,.この名 目 ドル に よって測定が行 なわれ る。











る と,利 益は400(1,500-1,100)ドル となる。 商品 が販 売 され な い で,
期末Y'現在原価1,200ドルで測定 された場合,や は り財務的資本維持概念
'
に よると,利 益 は10σ〈1,ZOO一],100)ドル とな る。 測 定 され る資産 が何 で
あろ'うとも,そ して財務的資本維持概念 と物的資本維持概念のいずれが使
われ ようと,そ れ らには関係な く安定 ドルは測定単位 として使 うことがで
き る。
会計測定 システムは,以上の ようなa.測 定基礎、b.資 本維持概念,c.測
定単位の組み合わせ として考えられ る。理念的には,上記のそれぞれにおける
すべての組み合わせが可能であるかもしれないが,首 尾一貫性の面から考えて
その うちの若干が取 りあげ られ るべ きであろ う。 以下,「 基準書」が定義して
い る会計測定システムを示 してお く。(22項)
a.安 定 ドル 会 計(Constantd・liaracc・canting)
財務諸表上 の諸要素を同一の(す なわち安定した)一 般購買力を もつ ドルで
報告する方法。この会計方法は,一般購買力単位による会計あるいは現在購
買力単位に よる会計 ともよばれ る。
b.現 在 原 価 会 計(Currentcostaccounting)
資産お よびそれの使用あ るいは販売に ともなって生ず る費用を,`決算 日あ
るいは使用もしくは販売日の現在原価と回収可能金額のいずれか低い方で測
定し報告する方法み
c.現 在 原 価 ・安 定 ドル 会 計(Currentcost/constantdollaraccounting)
.現在原価 と回収可能金額のいずれか低い方で測定した数値を,同 一の一般
㌃購買力を もつ ドルに修正す る会計方法.Q
d.現 在 原 価 ・名 目 ドル 会 計(Currentcost/n・urinald。liar.aoccunting)
現在原価 と回収可能金額のいずれか低い方で測定 した数値を,同 一の一般
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購買力をもつ ドル単位に書 き替えない会計方法。.
e.歴 史 的 原 価 ・安 定 ドル 会 計(Hist。ricalcost/constantdofiaraccounting).・
歴史的.ドル価格による測定値を,同 一の一般購買力を もつ単位に修正す る
会計方法。
f.歴 史 的 原 価 ・名 目 ドル 会 計 『(Hi、t。rl。a1℃。§t/且。血i飴1=dd1・・ab・unting)'
歴史的 ドル価格による測定値を,同 一の一般購買力をもつ単位に書き替え
ない もので,基 本財務諸表の作成に使われ るところの一般に認められた会計
方法。
以上のように,r基 準書∫ は6つ の会計測定シスTム を とわあげて定義して
いる。この うち,基 本財務諸表で採用される方法は,fの 歴史的原価 ・名 目 ド
ル会計であ り,「基準書」が要求した補足情報鳳eの 歴史的原価 ・安定 ドル
会計とbの現在原価会計眺 とつく欄 である・な諭 補賄 鞭 求の内容に
ついては,第5節 において詳し く検討す る。
璽
生 捕 足情報開示の目的 ζ有用、性,
「基準書」 は次の獅 節で示しているように,歴 史的肺 ・安定 ドル会計 ど
現在原価会計の双方に関する補足情報の開示を要求した。FASBがそれらの情
報の開示を求めたのは,ど のような目的のためになのであろ うか,:そして どの
ような有用性を意図しているのであろ うか。以下,こ の点について考察する。
FASBは,一連の 「財務会計基準書」の発表 と同時に・一新しく諸概念の整備
に も着手 してい る。 この方面に.おけ る最初の報告書は・1978年11・月に公表 さ
れた 「財務会計概念 報告書第1号,企 業 に よる財務報告 の 月的 卜(Statementof
Financ玉alAccounting`()6nceptsNα1,0bj¢ctive白ofFina血cialReportingbyBusiness
Enterprise・)」で あ る(3}。
基準書33号拭 この 「企業に よる財務報告め目的),rw示された結論を明確に
認識 し,・それを基礎 として5る0す なわ ち;,概念 報告書第1号 におけ・る結論の





キ ャッシ ュ 守フローの可能性の直接∴間接の証拠を提示する方法で,企 業の
経済的諸資源に関する情報を提供すべきである。(概念報告書第1号の40,4傾)







なされている。 「基準書」は,こ の概念報告書第1号 の結論を踏 まえた上 で,
次節に示した補足情報の開示を要求したわけである。
さて,価格変動の影響に関する情報を開示することの有用性ないし役立ちは
どの ようなものであろ うか。 「基準書」に よれば,価 格変動に関す る補足情報
の有用性 は以下 の4つ の点 にあ る と主張 され てい る。(3,94および116-155項)
a.将 来 の キ ャ ッシ ュ ・フ ロ ー め 評 価(Assessmentoffuturecashflows)
b.営 業 能 力 浸 食 度 の 評 価(Assessmentoferosionofoperatingcapability)
C,企 業 業 績 の 評 価(Assessmentofenterpriseperformance)
d.一 般 購 買 力 浸 食 度 の 評 価(Assessment。ferosion。fgeneralpurchasingpower)
以下,各 々について検討す る。
a.将 来 の キ ャ ッシ ュ ・ーフ ロ ーの 評 価
「基準書 」は,ア ペ ンデ ィヅクスCのU6-123項 に おい て,将 来 め キ ャ ッシ
ュ ・フロー評価のために,現 在原価宿報が有用な基礎を提供す ると説明してい、
る。 これは,先 に指摘 した概念報告書第1号 が,「 財務報告は,利 用者が将来
のキ ャッシ ュ ・フローの金額,時 期および不確実を評価するのに役立つ情報を
提供すべきである」と表明した結論を受けたものであることが明らかである。
しかしながら,現 在原価に基づ く利益あるいは現在原価の増減額 ・(保有損益と




く清報は,将 来のキ ャヅシ ュ ・ラローの評価にとって,歴 史的原価 よりも有用


















定す る。 商品を1,000ドルで仕 入れ:,1,5UOドルで販売 した。』販 売時 の現 在原
価ぽ1,200ドルであった とす る。歴史的原価 ・名 目 ドルに基づ く利益は500ド
ルであ るOし か し,営 業 能力 を維 持す るには}分 配は300ドルYY1...制限 され なげ ㌔






68明 大 商 学 論 叢'(68)
す る説がある。すなわち,投 資家や債権者は,企 業の物的営業能力よ りもキャ、
ッシ ュ ・フ β一を生み出す企業の能力および投資利益による企業の業績の方に.
主たる関心を もってい る,と い う立場か らする見解である。
FASBは,こ の見解1yついて も検討 を加 え,次 の よ うに結論 してい る。
資産の理想的な測定値は,将 来のキャッシュ ・フローの正味現在価偉である。
しか し,こ の測定は,納 得し うる信頼性を もって実践 しえないこと,そ れは佃
P
別資産の測定ではな く企業全体の価値の測定に適してお り,.会計上の測室には
不適であるとの理由で拒否され る。それゆえ,会 計上は,次 善の代用的な測定





るいは下落公 との2つ である。 この うち,後 者の 「現在原価の上昇分あるいは
下 落 分 」 綜,・保 有 利 得 あ るい は 損 朱(holdinggainsorlosses)と'よば れ る ζ と が
濁 り,「基準書」 も公開草案の段階ではそ うよ一んでいた。1しか し,物 的資本誰
持概念を主張する立場の人から,分配可能利益と㊧関係で・それを 「利得」と
か 「損失」 とよぶ ことは適当 でない との コメン トがあ った。反対 に,貨 幣資本 .
維持概念を主張す る人は、保有利得は利輩の一部であると考えてし1る。FASB
では,こ の ような観点の相違があることを勘案 した結果,そ の差額を,「現在
原価の上昇分あるいは.下落分」 とい う中立的な名称でよぶ と結請 した。
企業の総合的業績を評価する基礎は,そ れゆえ,上 詑の2つ の数値.(現在原
価による経常的営業利益と現在原価の上昇分あるいは下落分)を 合計す ることによっ
、
て得 られ るであろ う。・また,こ の2つ の数値を別 々に表示すれぽ・営業利益 と
現在原価の変動に関する時系列的パターンを形成する諸力を判断しやすくなる.
とい うメ リ.ットが得 られ る曾 た だ し,現 在 原価 に よ.る測定侮は,企 業 の価値 に
影響を与えるすべての要素を反映するものではないから,業績の評価のために
万 能 であ る とい うわけにはいかない。(131-136項)




,補 足情報の有用性の第4番 目として,一 般購買力浸食度の評
価をあげてい る。すなわち,「基準書」は,補 足情報 として,(a)現在原価に も
とつ く経常的営業利益,(b}現在原価の上昇分あるいは下落分,の2つ を要求 し
ているが,同 時に㈲ と{b)それぞれについて一般購買力変動すなわち「般イソフ
レーシ ョンの影響分を差 し引いた正味の変動分を も表示するように求あている。
その理由は・株主その他の利用者は企業がその資本の購買力を維持したかどう
かに関す る情報を必要 として論 り,を6た めには,安 定 ドルとい う測定単位を
使 用す るこ とに よ.っ.て応 ず る必要 炉あ る,と い うものであ る。 「基準書」は,
この点に関して次の ように説明している。
株主その他の人が行なう投資の主目的は,早晩,現金で個人の消費に使うこ
とのできる利益を得ることであ祝 その場合 イγ7塒 であ砂 海 年嵯





とする。有価証券の市師は1,000ドルとすると,年 間の利 息は140ドルであ る。
投奪家が毎年その利息の140ドルを消費してしまうと,購買力嫁確実に演退す
る。2年 目の利息は・ 購買力でい うと140/1.1.ドルであ る。す なわ ちi年 自の
ドルの購買力に換算す ると127ドルである。投資家が毎年,同 じ額の購責力を
享受したいならば・その投資の購買力を維持しなけれぽならない。そのたあに




1期首投i取 利息 陣 して追加投資挿 厳 串.1徽 顯




70明 大 商学論 叢(70)
安定 ドル会計の方法をこれに適用 し,測定単位を期末 ドルの購買力とすると,
上記の消費支出として示された金額が利益 となるわけである。 したがって,安
定 ドル会計は,「投資家が毎年の支出の購買力を維持しようとするには,当 該




{1)一般 インフレーシ ョン(一般購買力変動)修 正後すなわち歴史的原価 ・安定
重
ドル基準 に よる当期 経 常的営業 利 益(41a(29.a,39-46項)
② 当期の正味貨幣項目の購買力損益。これは経常的営業利益には含まれない。
(29.b,47-50項)
{3)現在 原価i基準に よる当期 の経 常 的営 業 利益。(3〔).a,51-64項)
{4}期末におけ る棚卸資産 と生産設備の現在原価額。(30.b,51項)
⑤'棚 卸資産 と生産設備の現在原価の当期中における上昇分あるいは下落分お
よびそ こか らインフレーシ ョンの影響を除去 した後の正味の上昇分あるいは
下落分。 この現在 原価 の上 昇分 あ るいは下 落分は,経 常的 営業 利益),rfit..は含 ま
れない。 この場合,現 在原価 ・安定 ドル基準に よって総合的な補足財務諸表 ・
を作成している会社は,現在原価の上昇分あるいは下落分を期中平均安定 ド
ルと期末安定 ドルのいずれで測定して もよいが,そ うしない会社は,そ れを
期末平均安定 ドルで測定 しなければな らない。(30.c,55-56項)
'要す
るに,補 足情報 として開示を求められたのは,'a.歴史的原価 ・安定 ド
ル会計およびb.現 在原価会計の双方である。すなわち,棚卸資産,生 産殼備.
売上原価および減価償却費の4項 目を上記のaとbの 基準によって測定するわ




















1こは第10節で示 した通 り,「明細表A」 および ・「明細表B」 の2つ め例があげ
ら れ て い る 。 ・ ・
「基準書」は,さ らに,以 下の情報を最近の5年 間について開示す るよう要
求 し て い る。(35,65-66項)
(1}正味売上高およびその他の営栄収益。
4r






・②普通株1株 当 りの経常的営業利益 ・ 一・
③期末の正味資産すなわち株主持分卜 、






さらに,こ の 「5期間比較表」の注記℃ 各期 の平均あるいは期末 て経常的
営業利益を測定するときに健ら晃のと同じ方)の消費者物価指数を報告するよう要





た とえぽ,売 上高や利益がこの10年間に名 目で2倍 になった会社があらた とす
る と,・それは成長会社 であ ると思 うか もしれ ないが,'その間にア メ リカの一般
物価水準がほぼ2倍 になってい ることを考えると,購 買力では10年前 とおよそ
同じとい う・ことになる0財 務諸表の利用者に とっての関心あるいは重要性から
みて,安 定 下ルへの書き替えが必要 と思われ る数値は,・売上高,株 主持分,'利
益,配 当金 な どであ る。 しか し,こ のよ うな計算は大変であろ うか ら,引進 んで
報告す るよう推 奨す るけれ ども,「基準書」 の発効 日以前のデータについては
要 求 し な い 。(204-206項)




利用者にとって余 りある。 したが って,す べての企業は進んでこれを実行すべ




利点 を もってい る。 さらに,そ れ らの会社 では,・す でにSECのASR190号 に
よって似たような情報の作成を要求 されてい るとい う理由があるO会 社の規模
を規定す る場合,そ ρ売上高や株主持分の額が考えられるが,「基準書」は,
棚卸資産 と生産設備の合計額で規定 している。その理由は,歴 史的原価 ・名 目
ドル基準による利益 と,現 在原画基準あるいは歴史的原価 ・安定 ドル基準に よ
る利益との差は,こ れ らの資産額の大きさに よって左右されることが多い,と
い うものであ る。(200項)
以上のよ うな理由から,具 体的に,適 用対象企業は次のよ うに限定 されてい
る 。
基本財務諸表をU.S,ドルで表示 し,し か もqs.の 台船に認め られた会計
原則に準拠 して作成 している会社・で,期 首に・
署




aとbの いずれ の金額 も,基 本財務諸奉(連結されているときは連結したもの)に
おいて一般に認めら脚た会計原則Y'拠 して,測 定零れているこ、と。(23項)
注 別た規定めない限 り,棚卸資産および生産設備は,土 地,そ の他の天然資源,.資
産計上されている り一スによって保有している諸権利を含んでいるが,営業権その
他の無形資産は含んでいない。
次に,発 効 日について,「基準書」は以下の ように結論している。
本i基準書の諸規定は・.197♀年12月25日以降に期末をむかえる会計年度から





公開草案の段階では,・.「基準書」・は1979年12月一25日以降に期末 をむ かえ る
?4明 大商学 論叢(74)
会計年度 より発効すると予定されていたが,現 在原価情報の測定には困難性が
認められるとい う理由で,と りあえず安定 ドル会計すなわち一般購買力変動会
計のみを予定通 り実施に移し,現在原価会計の実施を1年 だけ延期してもよい
と結論 したわけである。







は企業 の 自由であ る と結 論 してい る。(57-60;179-180項)
棚卸資産の現在原価は,当該財貨を購入するのに要する現在原価あるいは当
該財貨を生産す るの把要する現在原価である。売上原価k関 しては,後 入先出
法を適用した場合の数値 も現在原価の近似値として認められる⇔
次 に,生 産設備の現在原価 は,同 ・一の用 役 可能 性(運 転費用と物的産出能力
噛
であらわされる)を取得す るのに要する現在原価である。 企業が所有 してい る
生産設備の場合,一般的にはすでに親品ではな く,購入してから時間が経過し
たいわぽ中古の資産であるから,こ こで問題 となるのは,企 業が所有 してい る
中吉資産の現在原価の測定方法},r1`ついてである。 これについては,次 の3つ の
評価方法があげられる。
S.現に所有している資産と同一の用役可能性をもつ新品の資産の現在原価を
測定 し,そ こか ら減価償却累計額を控除す る方法。・
b.現に所有している資産と耐用年数,経過年数,そ の他の条件が同じである
中古資産の競在原価を直接見積る方法。
c.現 に所有 してい る資産 とは用役可能性が異な ってい る(すなおち,新式で改
良されている)新品の資産の現在原価 も測定 し,そ こか ら,耐 用年数,'産出
.能力,用役の質,運 転費用の相違から生ずる用役可能性の差異部分に相当す
る原価を修正する方法。
上記 の うちlCの 方法は機能的 評価法(f岨ctionaヨpricing)とよばれ てい る。
(75)FASB会 計基準警策33号「財務報告 と価格変動」について75
この他に・たとえば建物の ような資産の場合に,ま ず単位当 り,(平方メー トルの
ような)の建築費の現在原価を算定し,そ れに建築面積を乗じて,建 物全体Q
現在原価 を求 め る方法 もあ り,こ れ は単位評価 法(unitpricing)とよぼれてい
る 。
さて,具 体的に現在原価を算定す るための基礎データとしては,測 定 され る
対象となっている所有資産と同種の資産の価格そのものと価格指数とが考えら
れる。 同種資産の価格そのものを参照 して測定す る方法 は 直接評価法(direct
L
pricing)とよばれ,価格指数:を参 照 して測定す る方 法は,指数評価 法(iΩdexatibh)
とよばれ る。 た とえば,次 の よ うである。'
A.指 数評価法
a.測定する種類別ρ財貨 ・用役についズ外部で作成された価格指数を使 う0
b,測定す る種類別の財貨 ・現役礎ついて内部で作成 した価格指数を使 う。・
B.直 接評価法
a.現在の送 り状価格。
b.売手側 の価格 リス ト,その他の相場あるいは見積値。
c.現在原価を反映する標準製造原価。
公開草案の段階では,こ のうち直接評価法の方が優れていると表明きれてい
たが,そ の後,直 接評価法は複雑で経費ぶかか り,指数評価法の方方乱簡単に実
行 しやすい との コメン トレターが多 く寄せ られたために,そ の選択は企業 の裁
量にまかぜ ると結論され るに至っている。
② 安定 ドルの測定方法
安定 ドル(constantdollar)による測定 あ るいは安室 ドルへ の書 き替 え とい う
のは・すべての測定但をある一定の時点の緬格水準に換算することを意味 して
いる。すなわち・貨幣の購買力 とい う観点か ら統一 された測定単位を倖 うこと
を意図してい るのである。そ こでは,ど の時点を基準にとって換算す るのが有




ってい る基準年度(19&7年〉の ドル と同 じ購買力を もつ ドル。
b.当該年度の消費者物価指数の期中平均水準 と同じ購買力をもつ ドル。
C.当該年度の期末の消費者物価指数の水準 と同じ購買力を もつ ドル。・





..次に,期 中平均 ドルへの換算は次式 で行なわれ る。(43項)
歴史的原価 ・名 目 ドルによる測定値× 当期の平均消費者物価指数
,取 得時の指数
期中平均 ドルによる購買力損失の計算は,直 接かあるいは中間スタ ップとし
て期末 ドルを使 ってかいずれでも行なえる。 簡単な数字で例示する。(188項)
期中を通 じて現金1,100ドルを保有 し,消 費者物 価 指 数 は,期 首100,期末
110,期中平均106で あ った とす る。
直接的に計算す る場合は,期 首と期末の残高を平均 ドルセと換算する。'すなわ
ち,
1061061・100ドル × 一面 一一1・100ド・レ× 了 万 霜106ドル
期末 ドルで計算すると次のようになる。




以上のような期中平均 ドルへめ換算は,当 勤の補足情報の測定には うまく適
合す るが,「5期間比較表」の場合には,若 干異なる配慮ヵミ必要である0と い
うのは,当 期の情報に関して,'当期 の平均あ るいは期末水準 を とると,そ れ以
前の期間の情報はここで再度修正しなおさなければならなくなるからである。
この ような理由のために,「5期 間比較表」の場合には,当 期 ドルでも基準年
度の ドルで もいずれで換算 して もよい と審議会は結論 してい る。(190項).
(77)FASB会 計基準書第33号「財務報告 と価格変動」F'ついて7?
8・正味貨幣項 目の購買力損益の計算
「基準書」}恥 補足的開示項目の1つ として,当 期の主脈貨幣項目の購買ガ
'
損益を,経 常的営業利益 とは別個に示す よう要求 してい る。すなわち,』インフ
レ時に,貨 幣資産を保有 していると購買力利得が生 じ,'貨幣負債を保有 してい
ると購買が損失が発生す るから,こ れらを測定 し,開示す ることが有用である
とい うのであるOこ れを,簡 単な数字で例示する。(152項)
資本 金2,000ドルで会社 を設立 し,そ の うち1,gooドルで商品を仕入瓦 残
り500ドルは現金 め まま保有 していた。 商品 は期末 に1,950ドルで販売 した。
雷
期中の イン フ レは10%であ 一た。 期末の資産合計は2,450(1,95G+500)ドル で
、.
あ るか ら㍉ こ の 会 社 の 名 目的 ドル 増 加 額 は450(2,450-2,000)』ドル で あ る 。 し
かし,イ ンフレが10%あ らたか ら,'会社の期首の資本を購買力変動分だげ修1、
正 す る と,(2,000ドル 文10%)そ れ は200朽 レで あ る。 した が ら1て,イ ・ソ フ レを
除いた会社 の資本 め主味増加 分は250(450-200)ドルであ る。
次に,安 定 ドル基準 に よる損益計算を行 な う0売 上高1,95C一売上原価1,500
110×一面『=経 常的営業利益300
期末の販売時点におけ る商品の現在原価が1,730ドルであった と仮定 しセ現
在原価基準による損輩計算を行なう。
売上高1,950一売上原価1,730=経常的営業利益220
さらに,現 金の保有に ともな う購買力損失の計算を行な う。
110期末現金5QO一期末 ドルによる期首現金500×=購 買力損失50
100
すなわち,イ ンフレを除いた会社の資本の正味増加分は,安 定 ドィレ基準によ
る経常的営業利益に貨幣項目の購買力損益を和算もしくは減算したも『の仁等し
くなるのであ る。 この例では,資 本の正味増加250=安定 ドルによる利益300
一貨幣項 目の購買力損失50とい うことになる。 さらに,安 定 ドルヒ よる利益
(300)を細分すると,そ れは現在原価基準による利益(220)と現 在原価の上昇
分(1,730-1,500=230)のう ち,・ イ ン フ レ 相 当 分(1,650-1,500=150)㊧影 響 を
除去 した正味 分(230-150=80)とい うことにな る。
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要するに,企業活動全体から得られる購買力増加あるいは減少の合計は,現
在原価基準による経常的営業利益 現在原価b変 動の うち'インフレ部分を除去
した正味変動分および貨幣項 目の購買力損益の総計から成っているのである。





貨幣項 目であ り,何 がそち屈 まないかとい う問題が生ずることになる。 「基準
書」は以下のように規定 している。




「基 準書 」 は アペ ンデ ィクスDに おいて, 具体的な貸借対照表項目を貨幣項
目と非貨幣項 目に区分する雛型を以下のように示 していろ。
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9.補足情報の表示形式
「基準書」は,補足情報の開示形式について,補足財務諸表,付属明細表あるい
は補足的注記め3通りをあげ,その うちのいずれの形式に よってもよい としてい




員会を設置した。そこで,で きるだけ速やかに表示例を公表す るつ も り・である。
その表示例では,製造業その他各種の業種を網羅するつ もりである。価格変動
に関する情報ができるだけ有用となるには,明瞭な表示と説明を行なうことが






が望ましい と考えられ るが,通 常では,基 本財務諸表 と同じ項 目欄 で開示する
のが妥当である。ただ し,売 上原価,減 価償却費および歴史的原価 ・安定 ドル
額をより低い回収可能価額に評価減した時の減額分の3項 目は,補足情報を理
解す る うえで重要であ るか ら貌 別個 に開示す るよ う特 に要求す る0・(203項)・・
この ように,FASBは,補 足情報の表示形式については,企 業に選択の自由
を与えてお り,目下,諮 問委員会で検討している旨を表明してい る。'ただし1
当 面 の 表 示 例 と し て,計 算 書 形 式(statementformat)と加 減 算 形 式(re60ncilia一
tionf。rmat)の2つをあげ てい る。 前者 の計算書 形式は,損 益計算 書 と同 じ形





い く方式であ り,次 に掲げる 「明細表A」 が この形式である。当面は,これ ら2
(81) FASB会計基準書第33号「財務報告と格価変動」について 81



















(蔚) 1980年12月31日現在,棚 卸資産の現在原価は$65,Boaであ り,減衝償却集計額控除後
の生産設備の現在原価は$85,100である。
明 細 表 B
価格水準修正後の経常的営業利益の計算書
1980年12月31日に終了する会計年度
基本財務諸 一 般 イ ン プ レ ー 個別価格(現在原
表 シ ョソの 修 正 価)変動の修正
正味売上高その他の営業収益$253,000 $253,000 $253,000
売上原価197,000 204.3$4 205.40$
減価蛍却費10,000 14,130 19,500 ■
その他の営業費用20,835 20,835 20,835








鰯糠 蝦 力横 物鱒 の上昇を
$5,649




次に,「基準書」は,第5節 で詳しく示 した ように,'主要な補足データに関
する 「5期間比較表」の公表も求めている。この表示例を示すと次の 「明細表
C」 の よ うであ る。
明 細 表C
価格変動の影響修正後の主な補足的財務資料の5期間比較表
(1980年平均 ドルに よる), '12月31日 に終 了す る会 計年 度
19761977197819791980
















先に示 したf明 細表A」 および 「明細表B」 の情報をFASBは最小限のも
のとして要求 してい る。 これ らは,表 示形式が異なるだけで,内 容は同 じであ
る。 したがって,企 業はいずれか一方の形式で情報を開示す ることになろ う。
さて,こ の明細表で示されている数値は,ど の ような計算方法で算出された












































































































84明 大商 学 論 二f^(雛)
①と②は棚卸資産と売上原価,③ と④は生産設備と減価償却費,⑤ と⑥は貨
幣項 目に関す る計算 ステ ップである。'
まずはじめに,補 足情報を計算す るために 「基準書」のアペンデ ィックスで
仮定されている基礎データを示 してお く。なお,以 下の計算例において,$は
名 目 ドル額を,C$は1980年の平均安定 ドル額を表わ している。
① 歴史的原価に基づ く基本財務諸表(217項)〈前頁の2表〉
② 棚卸資産に関す るデータ(218項),
a.棚卸資産は先 ズ先出法で計算され,販 売は年に4回 行なわれ る。仕掛品 と
原材料はない。
b.製 品 は,1979年12月31日 に,1,000単位,1980年12月31日 に,900単
位あ り,それぞれは直前の四半期に生産されたものである。この棚卸資産の
現 在原価 に よる単価 は,1979年12月31日 に58ド ル(総 額で58,000ドル)で
あ り,1980年12月31日 に は73ド ル(総 額 では65,700ドル)で あ った 。
c.製品の製造 と販売は次りよ うであった。
11979年1・98・ 年
1第4四半馴 第・畔 則 第2四半刺 第3畔刺 第姻 半剃 合 計
歴史 蠣 価1$56,…1$39,56・1$59,4・・1$42,・4・1$63,…1$2・4,…
製 造 値 引1,…lr6・$19・ ・161819・ ・13,・36
蕨 個il1,…16・81g・ ・16・813,・36
d.1980年12月31日の単位 当 りの販売価格は85ド ルであ った。
㈲ 生産設 備に関す るデ....タ(219項)
a.1980年12月31日の固定 資産 の内訳 は以下 の よ うであ る。 〈次頁の上表〉
b.減 価償却は,償 却率年10%,定額法で行な う。取得年度に も,1年分の償・
却費を計上す る。
c.残 存価額は ゼ ロとす る。
d。1979年お よび1980年12月31日の生産 設備 の現在 原価は,そ れ ぞれ 次の
よ.うであ った。 〈次頁の中表〉
e.「正味回収可能価額」は,正 味現在原価 よりも大 きいと判定され.た。
(85) FASB会計基準書第33号「財務報告と価格変動」について 85
取 得 年 度 1償 却遣瀬 i歴 史 的 原 価 t償 却 集 計 顛
1973年 80% $50,000 $40,000
197'4 70 5,000 3,500
1975 60 5,000 3,000、 ,
i976 50 5,000 2,500
1977 4a 5,000 2,000
1978 30 5,000 1.500ノ
1979 20 10,000 2,000
1980 10 15,000 1,500
$100,000 $56,000=.
1 ・1980年12丹31日 1 1979年12331日
取得年割 現 在原 価 1償 却 累 額 陣 在 原価 植 却累計額.
1973年 $120,000 $ 96,000 $110,000. $77,000
1974 10,000 7,000 6,000 3,600
1975 15,000 9,000 7,000'
'3
,500








1978 17,000 5,100 15,000
'
3,000
1979 12,04C 2,400レ 10,000 真,000
1980 16,000 1,600 一 一一一 、
220,000 $134,9GO 170,000 $95,9UO
償却累計額 134,9QC 一'95,90Ul
正味現在原価 ・ $s5,iaa $ 74,100
{4}配当金に関するデータ (220漂)




・釧 147.7161.2鯛 ・81.51 ・95.4 .蜘 レ22Q.9
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以上め217項から221項において仮定 されたデータを基礎に して,次 に補足
情報の計算 プロセスを見ることにしよう。なお,以 下の計算を行な うことの 目
的は,1980年平均 ドルで書き替えた補足情報を作ることであることを確 認 し
ておきたい。
A.棚 卸資産 と売上原価
ステ ップ① 棚卸資産 と売上原価を分析する。
製品は年に4回 転すると仮定 されていた。 したがって,1980年12月31日に
保有 している歴史的原価で63,000ドルの製品は,1980年の第4四 半期に取得
したと仮定 されているし,1979年12月31日に保有している原価で56,000ド
ルの製品は,1979年の第4四 半期に取得 したもの と仮定 されている。(223項)







歴 史 的原価 ・安定 ドルへ の修 正:
名 目 ドル 修正比率1980年 平均 ドル
期 首 残 高$56,000×220・9(1980年 平 均)=C$58,90?210.0(1979年第4四 半期)
+)期 中製造高204,000204,000




























生産設備に関す る内訳は,こ の例示で}函219項「生産設備に関す るデータ」
に示 されてい る。 〈85頁の上表〉
ステ ップ④ 生産設備と減価償却費を安定 ドルと現在原価に書き替える。
Ol980平 均 ドルへの書 き替}:(229項)〈改頁の上表〉
したがって,歴 史的原価 ・安定 ドルに基づ く減価償却費は,以下のように計







88明 大 商 学 論 叢 (88)
1{1)(2)(3)(4}(5){6)
1 {1}×(2){3}×(4){3⊃ 一(5}
取得年割 名目ドル 修砒 率 安定 ドル 償却鶴 座 償螺 計 正味
19731$5Q,…×22Q133:ll}lll弩均1-C$82,9838・%c$ss,386
19745,…x鎌}1概1一 7,478705,235















ある。また,こ の例では,回 収可能価額の方が,正 味現在原価より大きいと
判定され,評 価減の必要はないとされている。
C.正 味貨幣項 目の購買力利得
ステ ップ⑤ 期首と期末の貨幣項 目および期中の変動を確認す る。
貨幣項 目の内訳は,以 下の通 りである。(217項の貸借対照表を参魚)



























ステヅプ⑥ 正味貨幣項 目の購買力損益を計算す る。(232項)
(89) FASB会計基準書第33号f財務報告と価格変動」に.つい て89
期首と期末の軍味貨幣項 目の金額および期中変動分を1980年平均 ドルに書
き替える。そして,次 の計算に よって購買力損益を計算す る。
名 目 ドル 修正比率 1980年平 均 ドル
1980年1月1日の残 高 $55,000×220.9(1980年平 均)
212.9(1979年12月)
=C$57,067
期中の正味貨幣負債増加高 6,000(期中平 均 とみ なす) 6,000
63,067










+)期 中製造高(218c項) 204,000(期中平 均 とみ なす) 204,000
一)売 上原価(226項)
(205,408)(期中平 均 とみ なす) (205,408)
一)期末残高(218b項)
(65,?00)X220・9(1980年平 均) =(59,602)243.5(1980年12月)
棚卸資産の現在原価の上昇 $9,108 C$831一 層
なお,現 在原価額の上昇の うち, 「イソ フレシーシ ョン構成 分」は, 上 記 の .
名 目 ドル額 と安定 ドル額 との差額 であ り,次 のよ うに計算 され る。(234項)
現在原価の上昇(名 目 ドル) $9,108
現在原価の上昇(安定 ドル) C$831
インフ レーシ ョン構成 分 8,277
O生 産設備の現在原価の上昇 (235項)
現在原価 ・名 目 ドル 修正比率 現在原価 ・安定 ドル
期首残高(219d項) 蹴1・OX220.9(212.9(誰 藷;
=C$76,884
+)期中増加高(219d項) 15,000(期 中平 均 とみ なす) 15,00Q
一)減価償却費(230項)
(19,Boa)`(期中平均 とみ なす) (19,500)
一)期末残高(219d項)
(85,100)×220・9(1980年平 均) 縞(77 ,2吻 冒243.5(1980年12月)
生産設備の現在原価の上昇 $15,500 C$4β18
go 明 大 商 学 論 叢 (so)
なお,現 在原価額の上昇の うち 「インフレーシ ョン構成分」は,名 目 ドル額
と安定 ドル額 との差額であ り,次のよ うに計算され る。(236項)
現在原価の上昇(名目ドル) $15,500
現在原価の上昇(安定 ドル) C$4,818
イ ンフ レーシ ョン構 成分 10,682
○棚卸資産 と生産設備の現在原価の上昇を合計する。(237項)
1現在原働 上昇1イ ンフレーシ・ン轍 分1 正 味 の 上 昇 分
棚卸資産 $9,108 8,277 C$831
生産設備 15,500 10,682 4,818
合 計1 ,$24,608 18.9591C$5,649
11.む す び
以上,詳 細に検討 してきた ように, ア メリカの財務会計基準審議会は,基 準
書第33号において, 一般イγフレ情報と現在原価情報の双方を補足情報 とし
て開示するよう求めたのであ った。 ア メ リカ で は, すでに1976年末よ り証券
取引委員会が一定規模以上め会社に現在原価に類似 した城番原価(その相違に
つ いて は, 第3節のaに示してある)に関す る情報の開示を要求しているの℃ 今
回のFASBに よる価格変動情報の開示要求 も, ほぼ同じ線に沿 った もの と思
われ る。
しか しなが ら, ここで注意 しなければならない ことは, 「基準書」は イソフ
レ情報の補足開示を要求レたものの,基 本財務諸表のうえでは引き続き現行通


















他方,イ ギ リスでも1970年代初頭からイン フレ会計 の討議が盛んであ った
が・曲折 を経 た末,'本年(1980年)3月31日付で,会 計士協会(正 しくは,イ ン
グラン ド・ウェールズ勅許会計士協会,ス コットラン ド勅許会計士協会,アイルラン ド勅
許会計士協会,公認会計士協会,原価および管理会計士節会,財 務および会計勅許協会
の連 名 で)か ら,標 準 的 会 計 実 務 書(StatemetnofStandardAccountingPractice一
SSAPと略す)第16号 「現 在 原価会 計」 が公表 され,1980年1月1日 以降),r14..開
始する会計年度から,現在原価会計の実施が要求された。それによると,財務







すな:わち,イ ギ リスではア メ リカのFASBの 場合 と異な り,まず完全な形で
の現在原価に基づ く財務諸表が要求されたのであ,り,しかもそれが現行の原価
主i義による財務諸表 に とって代わ ることさえ可能になったのである。FASBの
基準書33号 とSSAP実務書16号 とを比較す ると,両 者のイソフレーシ 』ソ
会計に対する取 り組み方の基本的相違が明らかになるわけである。
(92)92明大 商 学 論 叢
その他で 「基準書」の特徴をあければ・それ}ま要求さ纏 補足欄 が搬 イ
ンフレ修正会計と現在原価会計の双方に基づ く情報を同時的に併記される(明
細表B)方 式か,それら2つの情報を結合して示される(蜘 表A)方 式かめい
ずれかで開示されるよう要求された とい う点である。財務諸表の利用者は多様
化 してお り,し たがって多種多様な情報を開示す ることは利用者のニーズに応
えるうえできわめて有用であ るように思える。 しか し,そ のことは同時に 「企
業の利益」とは何かについての本質的な問題をまった くうやむやにしてしまっ
ている。 「基準書」は分配可能利益が何であるかについては触れていない。 審
議会は,コ ンセンサ スの得 られていない問題については',もっと経験を経た将
来 に,そ の結論をもちこしてい るようであ る。
次に,「基準書」に対す る反対論を示 してお こう㈲。'財務会計基準審 議 会 は
n工K三rk委 員 長 以 下,.F.E.Block,J.W.March,R・A-Morgan・D・Mosso・
RT.Sp士ou白e,REWalterの7人の メソ・ミー で構 成 さ れ て い る。 「基 準 書 」
に 対 し て は,Kirk委 員 長;Block,March,Morgan・』S画ouseの5人 が 賛 成 し ・
MossoとWaitersの2人 が 反 対 し て い る。 』
MOssoの反対論は,「基準書」 が企業 の営業活動に与 えるイン フレの影響を
測定す るとい う基本問題に焦点をあてておらず,そ れゆ え,イ ン フレに 干る企
業利益と資本の浸食状況および投資家にとってのその浸食の重要性を伝達でき
るか疑わ しい とい う点prY`ある。すなわ ち,FASBの 目指す ところぽ収益すなわ
ちキ ャ.ヅシ ュ ・フ ローを予測す るため の情報 の有用性 に あ った が,そ の ため に
は歴史的原価 安定 ドル会計は全 撫 用である・投資家向けの有用性以外を考











であるとし,そ のためには,個 別企業 ごとの個別的価格変動修正を行な うべき
であ り,「基準書」 のように複数の利益数値が算出される二重修正方法は決し
て認めるべきでない とい うものである。要するに,現 在原価会計だけ比すべ き
であるとい う主張である。
次に,Waltersの反対論は1「 基準・書」が求めた二重修正方法は きわ めて:重
要ではあるが,根 本的に異なる問題を結びつけて扱ってお り,その結果はひ ど
く混乱をひきおこす ものであるとい う見解である。すなわち,二 重修正の うち,
貨幣価値変動修正の方はすでに長い経験も得ているし,す ぐにも実施する必要
があるけれども,現在原価会計の方は,財務諸表の作成者も監査人も現状では
必要ない と考えてお り,今後の展開 とテス トを必要 とするとして,現 在原価モ
デルについてはまだ基準を作るべきではない とその反対理由を述べている。
最後に,ニ ュースを2つ 付け加え てお きたい。1つ は,SECが取替原価情報
開示の要 求を と り下 げた こ とであ る{6}。す なわ ち,FASBが インフレ会計の実
施に踏み切ることになると,会 社はSECのASR190号による取替原価情報の
開示要求 と,あわせて双方の要求に応 じなければならな くな り,その手間と経
費が大変であることを配慮 して,FASBはかねてからSEC当 局にASR190号
の削除を要求していた。 それに応えて,SECは,FASBに よる現在原価の開
示が強制され るようになる1980年12月25日以降に期末をむ かえ る会計年度
から,取 替原価情報開示の要求を取 り下げる旨をASR271号において表明し
た とい うことである。
もう1つ は,わ が国 の企業会計審議会は本年(1980年)5月29日付 で 「企 業
内容開示制度における物価変動財務情報の開宗に関する意見書」を大蔵大臣に
答申した とい うニ ュースである。 よ うや くに してわが国で イン フレ会計情 報開
示の兆しが見えてきた と注 目されてい るが,そ の結論は 「諸外国においては,
物価変動に関して何らかの財務情報を開示する必要があることを前提として,
94明 大商 学 論叢(94)
諸施策が講 じられ,ま た,検 討が進められてい るが,ど の ような情報を どの よ
うな方法で開示すべきかについてはいまだ国際的に確立されたものがな く,ま
た,諸外国において現に開示されている情報に対する社会的評価も定まってい
ない のが実情である{7}」とし,「当審議会 としては,企 業経営者,投 資者,そ
の他の関係者が物価変動に関する財務情報開示の問題について関心を持ち・関
係各方面において この問題 の積極的な検討がなされることを要望す る(8」とい
うものである。要す るた,審 議会のこの問題 に対す る態度は白紙であ り,事:実
上物価変動会計は棚上げされたと言ってよい。わが国におけるイソフヒ会計制
度導入の前途はまだ まだ暗い よ うである。
聾(1980年6月26日)
qlAICPAのAPBか らは4つ のステー トメン トが公表 された が・ その うち第1号 か ら第3号





基 準書第33号 「財 務報 告 と価 格変動」の アペ ンデ ィクスB(71-86項)に記 され てい る。
③ 概念報告書第1号,「企業による財務報告の目的」 の内容に関しては,次 において紹介され
ている。飯岡透編rFASB新報告書r企業の財務報告の目的』について」企業会計1979年4月
号119-125頁 。






(6)Cf.D.R.B・ ・e・f。・d,N.N.St・au・,J・R・K璽・in・A・ ・mm・ry・hh・FASB'・i・0・ti。 ・
accountingrules,FinancialExecutive,Januaryl980・p.16.
(7){81企業会計審議会答申「企業内容開示制度における物価変動財務情報の開示に関する意見書」.
経 理 情 報Nα246(1980年6月20日 号),14-19頁。
